
Ⅰ．序

日本の流通システムには伝統的に卸売業が介在してきた（e.g.田島 1986)

が，その存在意義は絶えず疑問視され続けてきた。流通革命論（e.g.林 1962；

田島 1962）や問屋滅亡論（林 1962，pp.170-171）を繰り返すまでもなく，

中間業者（intermediary/middleman）である卸売業者は，理論的・実践的にそ

の存在が疑問視されることが少なくなかった。

小売（retailing）に対照される卸売（wholesaling）概念の研究は，その対

象となる範囲の特定がやや難しい。卸売とは小売以外の流通取引であるから,

小売と卸の関係だけでなく，特約店・代理店権を持つ川上の卸から仕入れる

と卸同士の取引，同一流通段階でのリスク分散につながる仲間取引，アセン

ブリーメーカーが原材料調達する際に介在する卸売業者，商品調達にあたっ
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て海外との取引が含まれてしまう上，これら業種間の違いと各業界における

取引慣行・制度等も影響する。生産財や産業財分野の卸売業は，近年，企

業間関係の問題に包摂されて議論される傾向があり，取引制度（e.g. 根本

2004）は各業界で大きくあり方が異なる。実務的な卸売業の動きをみると，

近年のグローバル化の進展で卸売業の活動はかなり変化してきたものの，我

が国の総合商社はかつてよりそうした活動をしてきたし，それは海外からも

注目されてきている（e.g. Larke and Davis 2007)。｢研究蓄積が少ない」と繰

り返し指摘される卸売であるが（e.g. Dawson 2007；西村 2009等)，対象が

多岐にわたることから問題が複雑化しやすい。この分野の研究は，対象と問

題を整理することが重要である。

流通システム論や商業論は，中間商人の存在が社会的な流通費用（または

資本）を削減することを指摘してきた（e.g. 石原 1996，pp.304-305）とと

もに，類似した結論はミクロ経済学を基礎にした Hall（1948）も得ていた。

Hall（1948）の「取引総数節約の原理」は，２者の卸売業者が複数の小売と

重複することなく取引することで社会的な取引数（流通費用）が削減され，

個別の小売業者やメーカー（の取引数）にとっても，社会全体での小売業者

やメーカー（の取引数）にとっても，卸売業者が存在することが費用削減の

効果をもたらす（Hall 1948, pp.80-81)。チャネル内のコミュニケーション

ネットワークをとらえた Balderstone（1958）や Baligh and Richardz（1967）

らは Hall（1948）を精緻化させたが，主張の骨子は大きく変わらない。卸売

業者が存在して品揃えを形成することで多数の取引を連結させることが流通

費用を削減させること，こうした流通費用の削減が卸売業者の存在を正当化

させるとする論理である。

流通システムまたはネットワークのノードとして卸売業者または中間業者

が機能することで取引費用を含めた流通費用の削減に着目される一方，流通

の中間で卸売業者が得る利益ないしマージンの高低に対しては判断が分かれ

－ 342 －

( ２ )



る。マーケティング主体である卸売業者が（流通において）果たす役割が重

要で競争上の優位性があれば，その卸売業者は競合する他業者よりも高い利

益（率）を獲得しうる。卸売業の役割ないしその活動・機能をとらえようと

するのは，卸売業者または卸売企業が果たすマーケティング機能ないし流通

機能，すなわち卸売機能論の研究である（e,g. Revzan 1961；三上 1961；岡

本 1966；Rosenbloom 1987等)。機能論的アプローチの一つの成果は，付加

価値創造のために卸売企業が果たすべき役割を考察した定式化した Rosen-

bloom（1985）によるフレームワークである。卸売業者の個別の活動にどの

ような意義があるのかについて注目が集まる中，取引先との共同意思決定の

条件下でも卸売企業によるリテール・サポートは意義があること（杉本・中

西 2002)，卸売業者の物流投資が流通システムにおける大規模化との絡みで

経路短縮化される（金 2003）などが指摘されてきた。

他方，流通システムにおける競争の機能を重視すれば，卸売業者が得る利

益は，超過利潤ではなく必要経費をまかなえる正常利潤にとどまるとするの

が妥当とも判断できる。正常利潤を超えて超過利潤を得ることは競争的な状

態からの逸脱を示しうるから，過剰なマージンは卸売業者が直面する市場に

おける競争が機能していないシグナルになりうる。一国などのマクロレベ

ルでみたときの流通または卸・小売があるマージン（率）は生産性や効率性

を間接的な示す指標として扱われてきたし（e.g. Ito and Maruyama 1990；西

村・坪内 1990；鈴木 2005；野村・宮川 2015)，卸売業者に限らず流通業者

が流通の過程に繰り返し介在して取り分を得ることは継起的独占であり，ダ

ブルマージン問題になるとされてきた。ダブルマージンは，メーカーが流通

業者を垂直統合したり共同意思決定したりすることで回避されるし，ダブル

マージンが存在していても，チャネル間の競争が機能していれば必ずしもそ

れが否定されない。

流通の中におけるマージンの問題では，チャネル内でのパワー関係（金
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2011）や小売マージン率と卸売マージン率の逆相関（瀬戸 1984）が観察さ

れる一方，少なからず流通段階の問題ともかかわって議論されてきた。流通

段階に関わる問題は長く議論されてきたが（e.g. 風呂 1972；江尻 1980；鳥

居 1983；鳥居 1984等)，卸売段階におけるマージンを活用して，流通の多

段階性の問題（卸売段階）として概念化する立場がある（鳥居 1983；鳥居

1984；鳥居・成生 2004)。卸売マージンを使って流通段階を測定しようとす

る立場は，卸売業者が仕入れ先から商品を仕入れ，取引先に販売する際の

マークアップが複数回なされていることをもって流通段階を測定しようとす

る。流通システム論は「卸売構造は生産構造と小売構造に規定される」(e.g.

Douglas 1975；田村 1986；高宮城 1997）という仮説を提示してきたが，長

い卸売段階が生まれるのは多数の零細小売店が日本に存在するからとする

見解が有力だったためといえるだろう。この仮説は，日米比較を通じて，多

数の小売店舗が存在するとき卸売段階が長くなると支持された（Flath and

Nariu 2008）ものの，メーカーの経路政策の卸売活動の空間的な分散（消費

地卸）といった影響がみられた日本国内の業種パネルデータでは，小売構造

と卸売段階の関係が必ずしも支持されなかった（鳥居・成生 2007)。

理論的にも実証的にもそれほど疑われていなかったと思われるシンプルな

仮説（多数の小売店舗の存在が長い卸売段階を必要とする）でさえ，緻密な

実証研究（鳥居・成生 2007）を積み重ねても，いまだ十分に検証されえな

いのが，卸売という領域の現状と言えるだろう。多段階な卸売構造が生じる

のは，日本において資本主義の発展度が低いため（森下 1974；風呂 1974）

という歴史的な認識があったように筆者には思われるが，異なる歴史認識と

して，生産構造や小売構造は卸売過程が歴史的に規定してきた「卸売文化」

(田島 1986）も指摘されている。これらに関する歴史的分析は史的研究に委

ねることとし，本論文は，よりフォーマルな形でのモデルを模索したい。こ

れまでの先行研究の確認から明らかになっているように，卸売業や卸売業者

－ 344 －

( ４ )



とは，流通ネットワークの中から分断して存在できないし，その活動やマー

ケティングもその関わりの中でなされるものであると考える方が自然だろう｡

本論文では，卸と小売の関係に焦点をあてる。例えば，杉本・中西（2002）

で指摘してきたように，卸と取引する小売業者（特に中小小売業者）は，卸

売業者の効率的効果的な活動なくしては存続できないし，その逆もまたそう

である。本論文では，卸売業者の活動が取引先の小売業者を支える役割につ

いて検討する。具体的には，卸売業者の活動が効率的なとき，取引先の小売

店舗が増加し，それによって小売市場における買い物の利便性が向上するこ

とで卸売業者が流通システムに寄与する側面を検討する。

Ⅱ．モ デ ル

本論文では，Sugimoto and Nakanishi（2011）によるモデルを扱う。Sugimoto

and Nakanishi（2011）は，卸売業者の活動と小売市場の競争を扱うモデル分

析で，小売店舗数へ卸売業者の活動効率がどのような影響を与えるか検討し

たものである。モデルの詳細は Sugimoto and Nakanishi（2011）にあるが，

ここでは概略を確認する。

モデルで前提されるのは，(1) 複数の中小規模小売店が卸売業者を介して

メーカーから商品を仕入れるとともにメーカーから直接商品を仕入れる大規

模小売業者で構成される流通システム（杉本・中西 2002)，(2) 無数の部分

市場が存在するクリスタラー型の階層的市場構造（Christeller 1933)，(3) あ

る部分市場を分析するために使用する階層構造をもつ円環市場モデル( Salop

1979；Heal 1980；中込 1990；Balasubramanian 1999；杉本・中西 2002；中

山 2003）である。

このモデルでは単純化のため流通段階を捨象し，卸売段階は一段階と仮定

される。(3)のモデルは，ある大規模小売業者（以下，大型店）が形成する
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地域市場の中で，複数の中小規模小売業者（以下，小型店と略称）が大型店

と競争する。各小売業者が利潤最大化するように価格を設定し，(3)の部分

市場で Bertrand-Nash均衡が得られる。(2)のモデルでは，大型店と小型店の

自由参入・自由退出が仮定され，立地をめぐって競争する。大型店が参入ま

たは退出することで大型店間距離が調整され，小型店が部分市場内に参入す

ることで大型店はその商圏の大きさを調整させる。大型店と小型店が正常利

潤を獲得する状態で，大型店が形成する市場の大きさである市場半径 rが得

られる｡これを使用して,自由参入・退出可能な卸売段階を仮定し,卸売マー

ジンを導出する。最終的に，Sugimoto and Nakanishi（2011）は小型店店舗数

n を明示解で得られていないので，外的パラメターを変化させて数値解を得

ている。

Sugimoto and Nakanishi（2011）で得られた結論は次の通りである。多数の

小型店が市場で存在（大型店と共存）しうるのは，競合関係にある大型店の

操業が非効率で，取引先卸売業者の効率性が高く，その小型店が小規模で魅

力度が高くないときである。卸売業者が多数の小型店を存在させる効果は，

大型店の効率性が低いとき顕著になる。このうち，小型店魅力度については,

まだその影響が明らかでない部分が多く，解の存在する範囲が限定されるた

め，以下では，小型店店舗数 n，小型店規模 h，大型店の効率性β，卸売業

者の効率性γw に限定して議論する。さらに，このモデルでは小型店店舗数

n の数は，商圏の大きさに比例して多くなってしまうため，これをそのまま

採用せず，店舗密度を以下では採用する。

卸売業者の効率性と外的パラメター

本モデルにおける卸売業者の効率性γw(＝fcW/2awtS）は，単位面積あたり

の卸売業者の操業費用 fcWを 2awtSで割ったものである。この分子 fcWは，

無限平野に存在する無数の同質的な卸売業者群が，単位面積あたりでの活動
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の度合い（操業費用の大きさ）を示している。分母は，小売市場における需

要密度 w と消費者の小型店への単位あたり移動コスト tSである。小型店は

卸売業者の取引先であるから，分母を加味すれば，本モデルにおける卸売業

者の効率性γw(＝fcW/2awtS）は，消費者の移動費用を軽減させながら，小型

店の売上（ひいては卸売業者の売上）をあげるために卸売業者が経営効率を

向上させながらその規模をどれほど拡大させるかというパラメターになる。

ここでは詳細に触れないが，杉本・中西（2017）で示されているように，

卸売業者のパラメターはモデルを変換することで競争の程度を示すパラメ

ターと規模パラメターに分離して整理できる。本論文では，後者の規模パラ

メターに特化する。後者に特化すると，規模パラメターは数値が大きくなる

と小型店店舗数が上昇する。すなわち，卸売業者がその活動の効率性を高め

ながら規模を拡大させていくことを通じてγw が改善し，取引先小型店の経

営を支えられえるため，こうした結論が得られる。

こうした効率性は，業界内の特定または数社の卸売企業が大規模化して達

成されるものではない。本モデルにおける卸売業者は，同質的で自由参入・

自由退出が仮定されているから，効率性γw が上昇するとは小売業者と取引

する無数の同質的な卸売業者の経営効率が高まるとともに活動規模が向上し

ていくことを指す。

大型店の効率性β(＝FCL /2awtSは）についても，同様に規模を考慮する。

大型店の効率性β(＝FCL /2awtSは）は，大型店固定費 FCLを需要密度 w と

定数 a でおよび tSで割ったもので，大型店が自身の店舗で商品を提供する

際に必要な投資である。本論文では，効率性本が大型店が経営効率を高めな

がら規模を拡大させることを通じて，大型店商圏は大きくなり，競合する小

型店の店舗密度を低下させる作用があるとする。

小型店規模 h（0＜h＜1）は，h(＝FCSi /FCL）で，FCSiは第 i 番目の小型店

の固定費用，FCLは大型店の固定費用を示し，パラメター h は小売業者の固
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定費用の比率である。h の値が大きくなると，小型店規模は大きくなる。

これまでで得られた結論を再整理する。

１．卸売業者の活動規模が拡大（縮小）すると，小型店店舗密度は増加

(減少）する。

２．小型店の店舗規模が小さく（大きく）なると，小型店店舗密度は増加

(減少）する。

３．大型店の活動規模が拡大（縮小）すると，小型店店舗密度は増加（減

少）する。

次節以後では，これらをデータで確認する。

Ⅲ．実証(1)：多国間比較

本節以後は，前節で確認した関係をデータで確認する。正確には，本モデ

ルの結果が，どの集計水準のデータで成立するか確認することを本論文では

目的としている。

本モデルは，クリスタラー型の市場構造を採用し，静学的な均衡状態を

扱っているため，実証レベルでの分析単位には独立した経済を扱うのが望ま

しいため，ここではまず，国家レベルのデータを用いて検討する。

データ

データは，OECDが公表する Structural and Demographic Business Statistics

(SDBS）を入手可能な国家と変数について収集した。

小型店店舗密度については，人口1000人あたり小型店企業数（number of

enterprises）で測定する。本モデルの小型店は店舗数なので，企業数でなく

事業所数や local unitで測定するのが適切だが，SDBSで事業所数を報告し

ているのは日本やアメリカなど，ごく少数の国に限られる。この意味で，
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SDBSでは小売店舗数を用いた国際比較が難しい。ここでは，必ずしもモデ

ルと整合的でないものの，次善策として，多数の国家で一定期間入手可能

だったのは企業数を用いる。

大型店と小型店の規模は従業員数で分類し，従業員50人以上を大型店，従

業者49人以下を小型店とする。小型店規模 h は，小型店一企業あたり従業員

数を大型店一企業あたり従業員数で除した値で測定する。

これ以外は直接測定することが難しい。大型店の効率性βは，大型店の活

動の効率性を示すと同時に，これはある市場における大型店の規模も示すた

め，大型店がある市場でどれほど大規模であるかを測定する。ここで得られ

たデータでは，人口1000人あたりの大型店従業員数を採用した。大型店の規

模が拡大すると，小売市場では大型店が雇用の受け皿となり，その効率的な

活動のためにより広範に小売市場を席巻すると考えうるためである。同様の

考え方を卸売業者の効率性γw についても採用する。卸売業者の効率性γw

は大型店の効率性β，と同じ式の形をしていて，単位が同じであるから，大

型店と同じ測定変数を用いる。この意味で，二つの効率性は，効率性の上昇

にともなう規模の拡大をとらえるものとして採用する。

1995年から2015までの SDBSを収集し，国単位で時系列に接続し，上述し

測定変数を確認した結果，2003年から2007年の５年間を採用した。1995年か

ら2002年まで，2008年以後は採用可能な国が限定されるため，採用しなかっ

た。さらに，2003年から2007年の５年間で，パラメター h の測定変数が１を

超えること（小型店の方が大型店より規模が大きい)，データが取集できな

かったことがあったため，Slovak Republicと Sloveniaを削除した。

この結果，2003年から2007年までの22カ国（Austria, Belgium, Czech Re-

public, Denmark, Estonia, Finland, France, Germany, Greece, Hungary, Ireland, It-

aly, Latvia, Luxembourg, Netherlands, Norway, Poland, Portugal, Spain, Sweden,

United Kingdom, および Colombia）を採用した。日本を採用しなかったのは,
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日本のデータが二期間しか確認できなかったこと，卸売業のモデルを日本以

外の国家レベルのデータで確認して外的にテストするためである。

分析結果と解釈

これら変数の基礎統計量は〔表１〕に，回帰分析の推計結果は〔表２〕に

整理されている。ここでは，線形モデル，半対数モデル（被説明変数を対数

変換)，両辺対数モデルの線形モデルと二つの非線形モデルを使いながら，

より良い関数形を確認していくとともに，外的パラメターの影響を確認する｡

関数形を特定しようとするのは，Sugimoto and Nakanishi（2010）の結論で

は，明示解が得られておらず，これら変数間の関係を特定したいためである｡

[表１] 基礎統計量（国家レベル)
測定変数 年 n 平均値 標準偏差 最小値 最大値

人口1000人あたり
従業員50人未満小売企業数

2003年 22 7.5241 4.1894 2.2659 16.9721
2004年 22 7.4590 4.2430 2.2257 17.7362
2005年 22 7.4934 4.4750 2.2353 17.5821
2006年 22 7.4709 4.3815 2.2066 17.5908
2007年 22 7.3685 4.3562 2.0481 17.3666

従業員50人未満小売企業
一企業あたり従業員数
従業員50人以上

小売企業一企業あたり従業員数

2003年 22 0.0112 0.0082 0.0038 0.0356
2004年 22 0.0119 0.0087 0.0038 0.0346
2005年 22 0.0116 0.0092 0.0038 0.0355
2006年 22 0.0104 0.0063 0.0039 0.0264
2007年 22 0.0098 0.0063 0.0036 0.0240

大型店あたり
従業員50人以上小売企業従業員数

2003年 22 13.4677 7.3479 2.7451 38.1475
2004年 22 13.4934 7.6531 2.4862 38.4426
2005年 22 14.7659 7.3832 2.5342 37.6300
2006年 22 15.5425 7.0710 2.7068 34.8880
2007年 22 16.4007 7.3972 2.9018 36.7813

人口1000人あたり卸売従業員数

2003年 22 21.7624 6.6296 4.7240 37.8644
2004年 22 22.3244 6.6912 5.1954 37.4418
2005年 22 22.6638 6.9568 4.9337 37.5412
2006年 22 22.6995 6.4926 4.9944 31.8818
2007年 22 23.1882 6.4725 4.9054 32.4768
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〔表２〕に見られるように，2003年から2007年までのそれぞれの回帰分析

で，情報量基準から判断すると，より望ましいのは両辺対数モデルだった2)｡

各年度の両辺対数モデルの結果を確認すると，モデルが示唆した回帰係数の

符号は支持されていると言える。

すなわち，多国間比較で入手可能な企業数のデータを用いてモデルの妥当

性を確認したところ，モデルの結果と大筋で一致したことが確認できた。

2003年から2007年までのヨーロッパと南米のデータで確認すると，小型店従

業員規模が小さく，人口あたり大型店従業員数が多く，人口あたり卸売従業

員数が多いとき，小型店店舗密度は多くなると言える。大型店と卸売業者の

(効率化にともなった）従業員数という意味での大規模化が小型店企業密度

を上昇させ，その小型店規模が小さい時，さらに密度は上昇することになる｡

この結論が，日本を除くヨーロッパ，南米のデータから得られたことは重

要であると思われる。筆者らが主張するような卸売業者の存在意義や小売業

者を支える役割は，日本のように小売店が極端に多い島国で例外的に観察

される事象ではなく，卸売業者の活躍や小規模小売業者の活動に対してそれ

ほどクローズアップされない国々でも同様にみられるのである。確かに，

統計モデリングに落とし込む過程で，Slovak Republicと Sloveniaの二か国を

Sugimoto and Nakanishi（2011）のモデルの前提にあてはまらないとして除外

したものの，これらはヨーロッパでは例外であろうし，むしろ h が１を超え

る（つまり小型店の規模の方が大型店より大きい）ということは，小売市場

の競争がまだ不十分である可能性もある。すなわち，本モデルは，日本以外

でもあてはまる可能性が高く，2003年から2007年まで，海外でも卸売業者に

支えられて小売企業が成立する流通システムだったといえるだろう。

なお，データ上の問題として，本モデルの小型店店舗数は，事業所数とし

て検証すべきであるにも関わらず，ここでは企業数を用いて検証しているが,

2) 回帰分析では，SAS.ver.9.4の proc hpregを用いた。
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それでもなお，このデータはモデルを支持している。国家レベルのデータで

あれば，企業数を用いても，このモデルは検証されうることが示唆された。

Ⅳ．実証(2)：日本国内の都道府県データ

前節で明らかになったのは，国家レベルでヨーロッパおよび南米のデータ

について本モデルは小売企業数について支持されることである。引き続き，

本節では，日本国内に限定して，都道府県データを用いて検討する。ここで,

都道府県データを用いるにあたって，(1) 同一都道府県内で卸と小売が取引

していること，(2) 卸売と小売の流通空間活動（黄 1991）の多くは同一都

道府県内でおさまること，を仮定していることになる。二つ目の仮定は，全

国卸を考えるとやや不自然かもしれないが，全国卸であっても，それぞれの

支店・営業所を各地に点在させて営業しているから，各地域ではその地域で

卸売活動が担当されていると考えれば，この点は不自然でないだろう。ただ

し，こうした地方の卸と他の地域を結ぶ活動が，本来，卸売業にとって非常

に重要な機能（物流）を持つにも関わらず，この点を除外しているのは，本

モデルが流通段階を考慮していないことともに，実証レベルでの統計モデル

の問題点ではある。

データ

ここでは，日本の商業統計と人口推計を用いる。1985年から2012年につ

いて，商業統計および経済センサスは，株式会社アイ・エヌ情報センター

｢INDB商業統計表」を使用し，人口は各都道府県の住民基本台帳に基づく

都道府県人口を用いた。

小型店店舗密度については，人口人あたり小型店事業所数で測定する。前

節の国家レベル分析では，企業数を採用したが，日本の統計では事業所数も
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調査されているため，この事業所数を採用する。

大型店と小型店の規模は従業者数で分類し，従業者50人以上を大型店，従

業者49人以下を小型店とする。日本の統計では従業員ではなく，雇用者を含

む従業者を含む従業者で調査されているため，国家レベル分析とは小型店と

大型店の分割方法が異なる。

ただし，小型店規模 h については，都道府県データで測定することができ

なかった。都道府県別統計には，従業者規模別の事業所数は含まれるが，従

業者規模別の事業所数それぞれに対応する従業者数も年間商品販売額も報告

されていないためである。このため，小型店規模 h の推定にあたっては，次

の方法を採用した。

まず，商業統計の業態別統計を用いて，その都道府県別データから，大型

店に相当する数値を，全事業所から専門店，中心店，専門スーパー，その他

スーパー，コンビニエンスストアを除去することによって得た。百貨店およ

び GMSを使用せずにこうした数値を採用するのは，都道府県によっては従

業者数が秘匿値になっているためである。こうして得た大型店の事業所数合

計と従業者数合計の比をとって，大型店一事業所あたり従業者数を導いた。

続いて，小型店の規模は測定できなかったので，各都道府県における小売事

業所合計と小売従業者数合計の比をとって，小売一事業所あたり従業者数を

導いた。小売一事業所あたり従業者数を大型店一事業所あたり従業者数で割

ることで，小型店規模 h の測定変数を間接的に求めた。

大型店の規模は，上述した大型店の従業者数合計を当該地域の人口で割る

ことで得て，卸売業者の規模についても同様に，従業者数を当該地域の人口

で割ることで得た。これら測定変数を1985年から2012年までについて47都道

府県について県単位で採用した。

日本の都道府県データについては，卸売業合計と小売業合計を突き合わせ

たデータだけでなく，飲食料品業界のデータ（飲料・食料卸売業と飲食料品

－ 354 －
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小売業）についても空間的な差異と同時に検討する。飲食料品業界で使用し

ている大型店のデータは，卸売業合計と小売業合計と同じである。なぜなら,

モデルで採用するクリスタラー型市場で，ローカルな小売市場を形成する第

一センター（大型店）は広い品揃えをもって，低次のセンター（小型店）の

品揃えと規模を含む（すなわち，小型店の規模と品揃えは大型店のそれより

小さい）ためであり，モデルの前提にあわせるためである。

分析結果と解釈

これら変数の基礎統計量は〔表３〕に，回帰分析の推計結果は〔表4-1〕

〔表4-2〕に整理されている。国家レベルの分析で示唆されたが，情報量基

準から本モデルは両辺対数モデルがよりあてはまりがよい。表には掲載して

いないが，やはり情報量基準は両辺対数モデルを支持しているため，ここで

は両辺対数モデルのみを対象に議論する。

卸・小売計

〔表4-1〕に見られるように，1985年から2012年までのそれぞれの回帰分

析で，本モデルが支持されているのは，2002年のみである。その他を確認し

てみると，人口あたり卸売従業者数が多いとき，小型店店舗密度は多くなる

関係については，回帰係数の t-値および有意確率に各年でわずかな違いが

あるものの，1991年と2012年を除き，おおよそモデルの結論を支持している｡

他方，人口あたり大型店従業者数が多く小型店店舗密度は多くなる関係は

1985年から1994年および2002年から2007年，小型店従業者規模が小さく小型

店店舗密度は多くなる関係は1997年から2002年で観察され，大型店規模が影

響する期間と小型店規模が影響する期間に分かれている。さらに，小型店従

業者規模は1997年と1999年について，モデルの予想とは逆に，プラスに作用

している（小型店が大規模化すれば店舗密度が高まる)。

卸売業者の規模と小売構造（杉本） － 355 －

( 15 )



[表
３
]
基
礎
統
計
量
（
都
道
府
県
レ
ベ
ル
)

卸
計
・
小
売
計

飲
食
料
品
業
界

測
定
変
数

年
n
平
均
値
標
準
偏
差
最
小
値

最
大
値

n
平
均
値
標
準
偏
差
最
小
値

最
大
値

人
口
あ
た
り

従
業
者
50
人
未
満

小
売
事
業
所
数

19
85
年

47
0.
01
45

0.
00
19

0.
00
96

0.
01
82

47
0.
00
60

0.
00
10

0.
00
42

0.
00
84

19
88
年

47
0.
01
43

0.
00
20

0.
00
93

0.
01
80

47
0.
00
58

0.
00
10

0.
00
40

0.
00
79

19
91
年

47
0.
01
40

0.
00
20

0.
00
89

0.
01
78

47
0.
00
56

0.
00
10

0.
00
37

0.
00
73

19
94
年

39
0.
01
30

0.
00
18

0.
00
83

0.
01
64

39
0.
00
50

0.
00
09

0.
00
33

0.
00
65

19
97
年

44
0.
01
23

0.
00
17

0.
00
78

0.
01
55

44
0.
00
46

0.
00
08

0.
00
31

0.
00
60

19
99
年

47
0.
01
22

0.
00
18

0.
00
77

0.
01
54

47
0.
00
42

0.
00
08

0.
00
28

0.
00
57

20
02
年

47
0.
01
12

0.
00
17

0.
00
70

0.
01
41

47
0.
00
41

0.
00
08

0.
00
26

0.
00
54

20
04
年

47
0.
01
07

0.
00
16

0.
00
64

0.
01
32

47
0.
00
39

0.
00
07

0.
00
24

0.
00
51

20
07
年

47
0.
00
99

0.
00
15

0.
00
61

0.
01
23

47
0.
00
34

0.
00
06

0.
00
22

0.
00
46

20
12
年

47
0.
00
70

0.
00
13

0.
00
40

0.
00
96

47
0.
00
22

0.
00
05

0.
00
13

0.
00
30

従
業
者
50
人
未
満
小
売
事
業
所

一
事
業
所
あ
た
り
従
業
者
数

大
型
店
あ
た
り
従
業
者
数

19
85
年

47
0.
05
35

0.
01
63

0.
01
93

0.
08
94

47
0.
04
72

0.
01
43

0.
01
79

0.
07
86

19
88
年

47
0.
05
31

0.
01
75

0.
02
20

0.
09
14

47
0.
04
84

0.
01
58

0.
02
10

0.
08
56

19
91
年

47
0.
05
58

0.
01
88

0.
02
14

0.
11
02

47
0.
05
11

0.
01
72

0.
02
03

0.
10
14

19
94
年

39
0.
03
48

0.
00
74

0.
01
93

0.
04
91

39
0.
03
30

0.
00
69

0.
01
93

0.
04
72

19
97
年

44
0.
05
89

0.
01
88

0.
02
53

0.
10
50

44
0.
05
83

0.
01
77

0.
02
72

0.
10
32

19
99
年

47
0.
07
87

0.
02
60

0.
03
18

0.
15
99

47
0.
08
46

0.
02
73

0.
03
58

0.
16
96

20
02
年

47
0.
18
69

0.
04
15

0.
10
87

0.
27
31

47
0.
20
11

0.
04
60

0.
10
49

0.
29
52

20
04
年

47
0.
18
21

0.
03
81

0.
10
15

0.
26
37

47
0.
20
06

0.
04
40

0.
10
44

0.
28
46

20
07
年

47
0.
18
00

0.
03
26

0.
11
32

0.
23
92

47
0.
21
00

0.
04
00

0.
13
03

0.
29
71

20
12
年

47
0.
44
41

0.
07
74

0.
31
56

0.
69
25

47
0.
53
32

0.
09
44

0.
38
77

0.
88
62
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人
口
あ
た
り
大
型
店
従
業
者
数

19
85
年

47
0.
00
28

0.
00
09

0.
00
14

0.
00
54

47
0.
00
28

0.
00
09

0.
00
14

0.
00
54

19
88
年

47
0.
00
28

0.
00
09

0.
00
13

0.
00
56

47
0.
00
28

0.
00
09

0.
00
13

0.
00
56

19
91
年

47
0.
00
31

0.
00
10

0.
00
14

0.
00
57

47
0.
00
31

0.
00
10

0.
00
14

0.
00
57

19
94
年

39
0.
00
34

0.
00
09

0.
00
13

0.
00
59

39
0.
00
34

0.
00
09

0.
00
13

0.
00
59

19
97
年

44
0.
00
36

0.
00
09

0.
00
19

0.
00
60

44
0.
00
36

0.
00
09

0.
00
19

0.
00
60

19
99
年

47
0.
00
37

0.
00
09

0.
00
19

0.
00
68

47
0.
00
37

0.
00
09

0.
00
19

0.
00
68

20
02
年

47
0.
00
47

0.
00
10

0.
00
29

0.
00
79

47
0.
00
47

0.
00
10

0.
00
29

0.
00
79

20
04
年

47
0.
00
47

0.
00
12

0.
00
28

0.
00
78

47
0.
00
47

0.
00
12

0.
00
28

0.
00
78

20
07
年

47
0.
00
45

0.
00
12

0.
00
23

0.
00
72

47
0.
00
45

0.
00
12

0.
00
23

0.
00
72

20
12
年

47
0.
00
54

0.
00
10

0.
00
22

0.
00
86

47
0.
00
54

0.
00
10

0.
00
22

0.
00
86

人
口
あ
た
り
卸
売
従
業
者
数

19
85
年

47
0.
02
71

0.
01
11

0.
01
17

0.
07
34

47
0.
00
39

0.
00
08

0.
00
20

0.
00
60

19
88
年

47
0.
02
89

0.
01
19

0.
01
28

0.
07
77

47
0.
00
42

0.
00
09

0.
00
22

0.
00
64

19
91
年

47
0.
03
15

0.
01
29

0.
01
31

0.
08
64

47
0.
00
44

0.
00
09

0.
00
23

0.
00
67

19
94
年

39
0.
03
12

0.
01
30

0.
01
26

0.
08
12

39
0.
00
45

0.
00
10

0.
00
22

0.
00
68

19
97
年

44
0.
02
81

0.
01
07

0.
01
61

0.
06
95

44
0.
00
40

0.
00
09

0.
00
18

0.
00
60

19
99
年

47
0.
02
95

0.
01
19

0.
01
26

0.
08
47

47
0.
00
43

0.
00
10

0.
00
21

0.
00
71

20
02
年

47
0.
02
60

0.
01
05

0.
01
14

0.
07
53

47
0.
00
38

0.
00
10

0.
00
18

0.
00
66

20
04
年

47
0.
02
49

0.
00
97

0.
01
12

0.
07
10

47
0.
00
36

0.
00
10

0.
00
16

0.
00
65

20
07
年

47
0.
02
32

0.
00
87

0.
01
09

0.
06
39

47
0.
00
32

0.
00
08

0.
00
15

0.
00
61

20
12
年

47
0.
01
79

0.
00
72

0.
00
83

0.
05
44

47
0.
00
23

0.
00
07

0.
00
10

0.
00
49
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[表
4-
1]

回
帰
分
析
結
果
：
都
道
府
県
レ
ベ
ル
，
卸
合
計
・
小
売
合
計

都
道
府
県
レ
ベ
ル
の
デ
ー
タ
に
よ
る
分
析
（
卸
合
計
，
小
売
合
計
)

モ
デ
ル
内
の
変
数

h
β

γ
w

モ
デ
ル
が
予
測
す
る
符
号

－
－

＋

被
説
明
変
数
：

人
口
10
00
人
あ
た
り

小
型
店
店
舗
数

定
数
項

小
型
店

従
業
者
規
模

人
口
あ
た
り

大
型
店

従
業
者
数

人
口
あ
た
り

卸
売
従
業
者
数

F
-値

R2
ad

ju
st

ed
R2

AI
C

AI
C

C
SB

C
n

19
85
年

推
定
値

－
4.
73
92
＊＊
＊

0.
07
06

－
0.
19
24
＊＊
＊

0.
11
77
＊＊

6.
65
＊＊
＊
0.
31
68

0.
26
92
－
14
5.
61
15
－
14
4.
14
81
－
18
7.
21
09
47

t-
値

－
6.
48
00

0.
89
00

－
2.
23
00

2.
13
00

19
88
年

推
定
値

－
4.
81
56
＊＊
＊

0.
07
37

－
0.
19
47
＊＊

0.
10
29
＊

6.
07
＊＊
＊
0.
29
75

0.
24
85
－
13
8.
88
92
－
13
7.
42
58
－
18
0.
48
87
47

t-
値

－
6.
40
00

0.
87
00

－
2.
13
00

1.
74
00

19
91
年

推
定
値

－
4.
68
47
＊＊
＊

0.
09
60

－
0.
17
54
＊

0.
09
50

5.
82
＊＊
＊
0.
28
86

0.
23
90
－
13
4.
78
22
－
13
3.
31
88
－
17
6.
38
16
47

t-
値

－
5.
74
00

1.
03
00

－
1.
78
00

1.
54
00

19
94
年

推
定
値

－
5.
72
18
＊＊
＊

0.
03
72

－
0.
33
79
＊＊
＊

0.
12
43
＊＊

9.
25
＊＊
＊
0.
44
23

0.
39
44
－
12
2.
86
31
－
12
1.
04
49
－
15
7.
20
88
39

t-
値

－
9.
61
00

0.
41
00

－
4.
88
00

2.
15
00

19
97
年

推
定
値

－
3.
99
54
＊＊
＊

0.
23
69
＊＊
＊
－
0.
16
85

0.
18
97
＊＊
＊
11
.9
2＊
＊＊

0.
47
20

0.
43
24
－
13
9.
24
96
－
13
7.
67
06
－
17
8.
11
28
44

t-
値

－
5.
02
00

2.
94
00

－
1.
67
00

3.
05
00

19
99
年

推
定
値

－
3.
51
53
＊＊
＊

0.
26
61
＊＊
＊
－
0.
06
61

0.
16
42
＊＊
＊
10
.7
3＊
＊＊

0.
42
81

0.
38
82
－
14
2.
72
26
－
14
1.
25
92
－
18
4.
32
20
47

t-
値

－
4.
55
00

3.
52
00

－
0.
64
00

2.
74
00

20
02
年

推
定
値

－
7.
19
03
＊＊
＊

－
0.
18
71
＊＊

－
0.
53
26
＊＊
＊

0.
13
33
＊＊

9.
32
＊＊
＊
0.
39
41

0.
35
18
－
13
8.
45
89
－
13
6.
99
55
－
18
0.
05
83
47

t-
値

－
11
.4
90
0

－
2.
03
00

－
5.
16
00

2.
12
00

20
04
年

推
定
値

－
6.
60
02
＊＊
＊

－
0.
14
11

－
0.
42
25
＊＊
＊

0.
12
58
＊

6.
87
＊＊
＊
0.
32
42

0.
27
70
－
13
2.
27
23
－
13
0.
80
89
－
17
3.
87
18
47

t-
値

－
10
.0
60
0

－
1.
25
00

－
4.
19
00

1.
82
00

20
07
年

推
定
値

－
6.
73
62
＊＊
＊

－
0.
10
01

－
0.
43
85
＊＊
＊

0.
11
73
＊

10
.4
7＊
＊＊

0.
42
22

0.
38
19
－
13
8.
55
31
－
13
7.
08
97
－
18
0.
15
25
47

t-
値

－
12
.4
10
0

－
0.
90
00

－
5.
35
00

1.
78
00

20
12
年

推
定
値

－
4.
74
55
＊＊
＊

0.
48
46
＊

－
0.
07
93

0.
06
11

4.
18
＊＊

0.
22
60

0.
17
20
－
11
1.
02
01
－
10
9.
55
67
－
15
2.
61
95
47

t-
値

－
4.
79
00

2.
35
00

－
0.
46
00

0.
70
00

＊
＊
＊
：
１
％
水
準
で
有
意

＊
＊
：
５
％
水
準
で
有
意

＊
：
10
％
水
準
で
有
意
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[表
4-
2]

回
帰
分
析
結
果
：
都
道
府
県
レ
ベ
ル
，
飲
食
料
品
業
界

都
道
府
県
レ
ベ
ル
の
デ
ー
タ
に
よ
る
分
析
（
飲
食
料
品
業
界
）

モ
デ
ル
内
の
変
数

h
β

γ
w

モ
デ
ル
が
予
測
す
る
符
号

－
－

＋

被
説
明
変
数
：

人
口
10
00
人
あ
た
り

小
型
店
店
舗
数

定
数
項

小
型
店

従
業
者
規
模

人
口
あ
た
り

大
型
店

従
業
者
数

人
口
あ
た
り

卸
売
従
業
者
数

F
-値

R2
ad

ju
st

ed
R2

AI
C

AI
C

C
SB

C
n

19
85
年

推
定
値

－
5.
97
63
＊＊
＊

－
0.
08
86

－
0.
33
71
＊＊
＊

0.
25
48
＊＊

6.
53
＊＊
＊
0.
31
31

0.
26
52
－
12
7.
73
92
－
12
6.
27
58
－
16
9.
33
86
47

t-
値

－
6.
13
00

－
0.
91
00

－
3.
26
00

2.
46
00

19
88
年

推
定
値

－
5.
92
28
＊＊
＊

－
0.
09
88

－
0.
33
62
＊＊
＊

0.
27
78
＊＊
＊

6.
85
＊＊
＊
0.
32
35

0.
27
63
－
12
5.
55
07
－
12
4.
08
73
－
16
7.
15
01
47

t-
値

－
6.
12
00

－
1.
00
00

－
3.
26
00

2.
78
00

19
91
年

推
定
値

－
5.
72
01
＊＊
＊

－
0.
07
54

－
0.
35
29
＊＊
＊

0.
32
53
＊＊
＊

9.
10
＊＊
＊
0.
38
84

0.
34
57
－
12
5.
49
52
－
12
4.
03
18
－
16
7.
09
46
47

t-
値

－
5.
81
00

－
0.
72
00

－
3.
30
00

3.
31
00

19
94
年

推
定
値

－
6.
94
68
＊＊
＊

－
0.
14
38

－
0.
42
08
＊＊
＊

0.
23
35
＊＊

11
.7
9＊
＊＊

0.
50
27

0.
46
00
－
11
0.
75
20
－
10
8.
93
38
－
14
5.
09
77
39

t-
値

－
8.
38
00

－
1.
41
00

－
5.
41
00

2.
56
00

19
97
年

推
定
値

－
5.
94
29
＊＊
＊

0.
05
43

－
0.
39
07
＊＊
＊

0.
27
27
＊＊
＊
12
.5
8＊
＊＊

0.
48
55

0.
44
70
－
12
6.
12
00
－
12
4.
54
10
－
16
4.
98
32
44

t-
値

－
5.
57
00

0.
57
00

－
3.
39
00

3.
12
00

19
99
年

推
定
値

－
5.
78
40
＊＊
＊

0.
02
77

－
0.
35
36
＊＊
＊

0.
29
61
＊＊
＊
10
.1
6＊
＊＊

0.
41
48

0.
37
40
－
12
6.
66
34
－
12
5.
20
00
－
16
8.
26
28
47

t-
値

－
5.
72
00

0.
31
00

－
3.
00
00

3.
24
00

20
02
年

推
定
値

－
8.
24
14
＊＊
＊

－
0.
28
00
＊＊
＊
－
0.
64
88
＊＊
＊

0.
21
94
＊＊
＊
21
.0
4＊
＊＊

0.
59
48

0.
56
65
－
14
1.
09
33
－
13
9.
62
98
－
18
2.
69
27
47

t-
値

－
11
.6
90
0

－
3.
55
00

－
6.
89
00

3.
10
00

20
04
年

推
定
値

－
7.
87
86
＊＊
＊

－
0.
27
31
＊＊
＊
－
0.
55
64
＊＊
＊

0.
20
17
＊＊

14
.2
3＊
＊＊

0.
49
82

0.
46
32
－
12
9.
11
90
－
12
7.
65
56
－
17
0.
71
84
47

t-
値

－
10
.2
80
0

－
2.
75
00

－
5.
75
00

2.
65
00

20
07
年

推
定
値

－
7.
84
97
＊＊
＊

－
0.
30
13
＊＊
＊
－
0.
56
22
＊＊
＊

0.
23
94
＊＊

23
.0
9＊
＊＊

0.
61
70

0.
59
03
－
14
0.
15
83
－
13
8.
69
49
－
18
1.
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すなわち，1985年から2012年までの27年間について，日本国内の都道府県

という空間的な差異を確認したとき，この結果は前節の国家レベルよりやや

複雑である。1985年から1994年までについて，卸は取引先小売業を支えてい

ること（人口あたり卸売従業者数が多くなって，小型店への対応に力を避け

ており，それに応じて小型店が地域に存在する力を持てていること）が示唆

されるが，その小売の競合である大型店が規模を拡大させる（人口あたり大

型店従業者数が多くなる）と，小型店密度は減少する。一方，1997年から

1999年までは，卸売業者に支えられながら小型店自身が規模を拡大させるこ

とが自身の店舗密度を増やす要因となっている。例えば，この時期に CVS

が台頭してきたことはデータに符合する3)。この後，2002年から2007年まで

にかけて，小型店自身の規模は店舗密度を減少させる方向に影響し，大型店

と卸売業者の効果もモデルと合致する。すなわち，小売段階を（独占）競争

的として分析していた本モデルは，小売業をすべて集計すると1985年から

1999年まではあてはまりがそれほどよくなく，むしろ小売段階が競争的では

なかったことを示唆するのかもしれない。むしろ，小売も卸も競争的な市場

になっているのは2000年を過ぎてからで，モデルが比較的あてはまりやすい

のはこの時期であるかもしれない。この意味では，国家レベルの分析と矛盾

しない。

飲食料品業界

飲食料品業界の回帰分析結果は〔表4-2]，衣料品業界の回帰分析結果は

〔表4-3〕に示されている。1985年から2012年までのそれぞれの回帰分析で,

本モデルが支持されているのは，飲食料品では2002年から2007年である。こ

の期間以外は，小型店規模 h を除くと，モデルの結果を支持している。

3) この時期の統計の定義変更も見逃せない事実であるが，こうした統計制度の議論
については改めて詳細に検討したい。
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小型店規模 h は，小型店と大型店の規模が十分に異なるか否かを示してい

るが，ここでのデータでは小型店の規模を十分に補足できていないことが懸

念されるから，逆に2002年から2007年は，飲食料品小売業の平均値に比べて,

大型店の規模がはっきり大きくなっていると解釈できる。

1985年から2012年までの27年間について，日本国内の都道府県という空間

的な差異を確認したとき，国家レベルよりシンプルである。この27年間，一

貫して，飲料・食料卸は取引先の飲食料品小売業を支えており，飲食料品小

売の競合となる大型店が規模を拡大させる（人口あたり大型店従業者数が多

くなる）と，飲食料品小売の店舗密度は減少する。2002年から2007年までに

かけて，飲食料品小売業の規模は店舗密度を減少させる方向に影響し，大型

店と卸売業者の効果もモデルと合致する。すなわち，小型店の規模も含めて

本モデルが飲食料品業界にあてはまりがよくなるのは2000年を過ぎてからで

あり，それまでの飲食料品業界は卸が支える市場（伝統的な流通システム）

であり，大型店が市場を創出する市場だったと解釈できそうである。

Ⅴ．実証(3)：市区町村データ

前節までで明らかになったのは，2003-2007年にかけてヨーロッパおよび

南米の国家レベルで本モデルが小売企業数について支持されること，日本国

内の都道府県について2002-2007年にかけて卸・小売合計および飲食料品業

界について本モデルが小売事業所数について支持されることである。

データの集計水準をさらに下げて検証するために，利用可能なデータであ

る市区町村レベルの統計を用いる。市区町村データを用いるにあたって，都

道府県同様，(1) 同一市区町村内で卸と小売が取引していること，(2) 卸売

と小売の流通空間活動の多くは同一市区町村内でおさまること，を仮定する｡

以下では市区町村データを確認する。
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データ

都道府県と同様，日本の商業統計と人口推計を用いる。1985年から2012年

について，商業統計および経済センサスは，株式会社アイ・エヌ情報セン

ター「INDB商業統計表」を使用し，(公財)統計情報研究開発センター「社

会人口統計体系基礎データ」の人口には各都道府県の住民基本台帳に基づく

都道府県の人口数を用いた。

小型店店舗密度については，人口あたり小売事業所数で測定する。市区町

村データでは，各市区町村における従業者規模別の小売事業所数を発見でき

なかったため，ここではその集計値である小売事業所数を用いて，住民基本

台帳人口と相対化させる。このため，市区町村データでは，正確には小型店

店舗密度でなく，小売店舗密度である。

他方，大型店については，都道府県データと同じものを用意して，各都

道府県で共通のデータを使用した。本来であれば，各市区町村で百貨店や

GMSが存在していれば，こうした対処をとる必要はないが，データの目が

細かくなっていくにつれ，百貨店や GMSが存在しないことによって分析上,

使用できない市区町村が生じてくる。ところが，こうした小売店舗数が少な

い市区町村は近隣のエリアの大型店からの影響を受けているはずであり，モ

デルの目的に即すと，分析上，これを無視することが望ましくないと判断し

た4)。

こうして得た大型店の事業所数合計と従業者数合計の比をとって，大型店

一事業所あたり従業者数を導いた。都道府県データ同様，小型店の規模は測

定できなかったので，各市区町村における小売事業所合計と小売従業者数合

計の比をとって，小売一事業所あたり従業者数を導いた。小売一事業所あた

4) ただし，近隣の地域の影響をどう加味するかという問題は空間的な自己相関を回
帰構造にどのように組み込むかという問題であると思われる。ここではかなり議論
を単純化したが，空間的な自己相関をはじめとした分析は稿を改めて検討したい。
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り従業者数を大型店一事業所あたり従業者数で割ることで，小型店規模 h の

測定変数を間接的に求めた5)。

大型店の規模は，上述した大型店の従業者数合計を各市区町村の住民基本

台帳上の人口で割ることで得て，卸売業者の規模は，各市区町村における従

業者数を住民基本台帳上の人口で割ることで得た。これら測定変数を1985年

から2012までについて日本全国の市区町村で推計した。

市区町村データでは，町・村レベルのデータまで捉えようとすると集計水

準は卸売業合計と小売業合計に限定されるが，市区データに限定すると業種

ごとのデータが得られる。このため，市区町村単位の卸売計・小売計，市区

単位の飲食料品業界の二つのデータセットを作成して分析する。なお，市区

単位の飲食料品業界では大型店のデータが，卸売業合計と小売業合計と同じ

である。これは，都道府県データ同様，モデルの前提にあわせるためである｡

分析結果と解釈

これら変数の基礎統計量は〔表５〕に，回帰分析の推計結果は〔表6-1〕

〔表6-2〕に整理されている。都道府県での分析同様，表には掲載していな

いが，情報量基準が両辺対数モデルを支持しているため，ここでは両辺対数

モデルのみを対象にする。

〔表6-1〕に見られるように，1985年から2012年までのそれぞれの回帰分

析で，本モデルが支持されていないのは，1991年，1994年，2002年のみであ

る。この三期についても，回帰係数が統計的に有意でないだけで，モデルの

予想通り，大型店規模は小型店密度に対してマイナスに影響している。さら

に，[表6-2〕の飲食料品業界におついては，1985年から2012年までのそれぞ

5) この場合の小型店規模 h は，各都道府県内で分母が共通であるものの，分子が
異なっている。各市区町村における小売一事業所あたり従業者数でウェイトをかけ
て小型店規模 h（ここでは小売事業所規模）を計算したことになる。
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れの回帰分析で，本モデルは全て支持されている。

1985年から2012年までの27年間について，日本国内の市区町村単位では，

モデルの結果が支持される。この結論は，市区単位の飲食料品業界でもほぼ

同じ結論が得られる。市区町村単位または市区単位では，小売業者の従業員

規模が小さく，人口あたり大型店従業員数が多く，人口あたり卸売従業員数

が多いとき，小型店店舗密度は多くなる。大型店と卸売業者の従業員数とい

う意味での大規模化が小売店舗密度を上昇させ，その小売業者の規模が小さ

い時，さらに密度は上昇する。

都道府県単位の分析ではそれほどあてはまりが良くなかったにも関わらず,

この集計水準ではモデルの結果が支持され，卸売業者が市区町村という単位

で小売業者を支えていることが示唆された。本節の分析では，大型店のデー

タを都道府県内で共通化し，小型店店舗密度でなく小売業者の合計の小売店

舗密度としたことが結果に影響しているかもしれないが，それでもなお，本

モデルが考える卸売業者の効率的な活動は，市区レベルまたは市区町村レベ

ルで補足することに一定の正当性があることが，本節の分析から明らかに

なったと言えるだろう。

Ⅵ．実証(4)：メッシュデータと事例

ここまでの検討で，2003-2007年のヨーロッパおよび南米の国家レベル

（小売企業数)，2002-2007年の日本国内の都道府県レベル（卸・小売合計お

よび飲食料品業界)，1985-2012年の日本国内の市区町村レベル（卸・小売合

計）および市区レベル（飲食料品業界）で本モデルが適用されうるとわかっ

た。

本論文では最後にデータの集計水準をさらに下げ，１kmメッシュを用い

て検討する。メッシュデータを用いた場合，(1) 同一地域（同一メッシュ）

－ 368 －
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内で卸と小売が取引していること，(2) 卸売と小売の流通空間活動の多くは

同一地域（同一メッシュ）内でおさまることを仮定して分析することが，都

道府県および市区町村の場合よりもさらに難しくなる。このため，ここでは

複数の集計水準による分析をした上で，適切と思われる集計水準を確認する｡

そして，最後に，本モデルを使って，地域 Aに対する診断を行う。

データ

データは，(財)経済産業調査会経済統計情報センター「平成19年商業統計

メッシュデータ１kmメッシュ規模別表（西日本)」｢平成14年商業統計メッ

シュデータ１kmメッシュ規模別表（西日本)」から2002年と2007年の西日

本地域の３次メッシュを抽出し，(公財）統計情報研究開発センター「平成

17年国勢調査・平成18年事業所・企業統計調査等のリンクによるメッシュ統

計（九州）(中国・四国)」｢平成12年国勢調査・平成13年事業所・企業統計

調査等のリンクによるメッシュ統計（九州）(中国・四国)」から二期の３次

メッシュを抽出し，両者のデータをメッシュコードと調査年で紐づけして中

四国および九州のメッシュデータを作成した。このデータの卸売業者の従業

者数，従業者規模別小売事業所数，昼間人口および夜間人口を使用する。

小型店舗密度については，従業者49人までの小売事業所数合計を人口で割

ることで得られる。ただし，ここでの人口は夜間人口と昼間人口を平均した

ものを採用した。なぜなら，小売事業所が存在するメッシュであるにも関わ

らず，そのメッシュでは昼間人口しか存在していない（居住者である夜間人

口が不在である）場合などが見られ，そうした地域における人口を実態に即

して評価しようとしたためである。

他方，大型店のデータは商業統計メッシュデータから作成せず，都道府県

データおよび市区町村データ（市区データ）と同様，商業統計の業態別統計

における都道府県別データから得られたデータを使用した。例えば，福岡県
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内のメッシュであれば，福岡県内では同じ大型店のデータを用いる。

商業統計メッシュデータの業態別表から大型店のデータを得る方法もある

が，このやり方をすると，同じメッシュ内に大型店が存在しなければ，近隣

のメッシュに大型店が存在する場合であっても，その影響が測定できない。

前節における市区町村および市区での分析同様，モデルに即すと，この影響

を無視することは，分析上望ましくないと判断したため，大型店については

こうしたデータを外挿した。

こうして得た大型店の事業所数合計と従業者数合計の比をとって，大型店

一事業所あたり従業者数を導いた。都道府県データおよび市区町村データ同

様，小型店の従業者数は入手できなかったため，各メッシュにおける小売事

業所合計と小売従業者数合計の比をとって，小売一事業所あたり従業者数を

導いた。小売一事業所あたり従業者数を大型店一事業所あたり従業者数で割

ることで，小型店規模 h の測定変数として間接的に得た。この場合の小型店

規模 h は，各都道府県内で分母が共通であるものの，分子が異なっている。

各メッシュにおける小売一事業所あたり従業者数でウェイトをかけて小型店

規模 h（ここでは小売事業所規模）を計算したことになる。

大型店の規模は，上述した大型店の従業者数合計を各メッシュの人口（昼

間人口と夜間人口の平均値)で割ることで得て,卸売業者の規模は各メッシュ

における従業者数を各メッシュの人口（昼間人口と夜間人口の平均値）で割

ることで得た。これら測定変数を2002年と2007年の二期間について，九州，

四国，中国地方で推計した。メッシュデータの卸売は卸売計だけしか得られ

なったため，業種別の検討は行わない。

分析結果

これら変数の基礎統計量は〔表７〕に，回帰分析の推計結果は〔表８〕に

整理されている。メッシュによっては小売事業所数，卸売従業者数がゼロに
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なる場合があり，両辺対数モデルや片辺対数モデルを採用したとき，サンプ

ルサイズ n（メッシュ数）がかなり減ってしまう。両辺対数モデルでは，サ

ンプルサイズ n（メッシュ数）が線形モデルに比べると半分以下になってし

まっているが，これは小売店が少ない地域や人口が少ない地域を捨象してし

まっていると考えてよいだろう。

〔表８〕における分析結果について，線形モデル，片辺対数モデル，両辺

対数モデルのそれぞれのどれがより適切な回帰モデルであるか情報量基準か

ら単純に判断することは難しいものの，決定係数および自由度修正済み決定

係数は回帰モデルの適合度が良いのは線形モデルであることを示唆している｡

以下では，線形モデルを解釈に用いることにする。

〔表８〕に見られるように，2002年と2007年までのそれぞれの回帰分析で,

本モデルの予想と大きく異なるのは，大型店規模（人口あたり大型店従業員

数）である。回帰係数の符号の方向がモデルの予想通りだったのは，小売業

者の従業者規模，人口あたり卸売従業員数であり，人口あたり卸売従業員数

は統計的に有意であった。大型店規模を除けば，モデルはおおむね支持され

ているように思われる。

すなわち，2002年・2007年時点の九州，中国・四国では，小型店の存在は

[表７] 基礎統計量（メッシュレベル)
測定変数 年 n 平均値 標準偏差 最小値 最大値

人口あたり従業者50人未満小売事業所数 2002年 26279 0.0422 0.1813 0.0000 4.0000
2007年 24333 0.0222 0.0984 0.0000 7.3333

従業員50人未満小売事業所あたり従業者数
従業員50人以上小売事業所あたり従業者数

2002年 25253 0.0221 0.0228 0.0000 0.5844
2007年 23307 0.0233 0.0245 0.0000 0.7939

人口あたり大型店従業者数 2002年 26279 5.6956 31.1633 0.0060 493.3239
2007年 24333 2.3262 12.5547 0.0057 632.2500

人口あたり卸売従業者数 2002年 26279 0.0310 0.3111 0.0000 30.0000
2007年 24333 0.0278 0.3977 0.0000 40.0000
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卸売業者の規模拡大に支えられているといえ，卸売業者の活動が取引先の小

売業者を支えているといえる。

他方，大型店の影響はモデルの予想と逆である。１kmメッシュがとらえ

ているのは，大型店と小型店の競争でなく，大型店が存在することで地域の

市場が作られていく様子であり，むしろ大型店と小型店の共存かもしれない｡

本モデルは，大型店と小型店が競争的で超過利潤ゼロの水準（すなわち，す

べての小売業者が人件費を含む固定費用をまかなえる利益である正常利潤を

獲得している）を扱っているが，大型店パラメターが逆方向になることは，

2002年と2007年時点の九州，中国・四国の小売市場に，大型店の参入余地が

まだ残されているとも考えられる。

結論的に，2002年と2007年時点の九州，中国・四国について，日本国内の

市区町村単位では，モデルの結果が卸売業者の規模について支持されるとい

えるだろう。卸売業者の業種は完全に度外視することになるが，卸売業者は

１km四方の地域区画という狭い単位で小売業者を支えている可能性がある

と示唆された。

ただし，本節の分析は大型店のデータを都道府県内で共通化したことが，

結果に影響している恐れがあるし，卸売業者の空間行動からすると１km

メッシュはやや狭いと思われるため，本結果は他地域や異時点での確認が必

要であろう。また，両辺対数モデルに着目すると，小売業者の従業者規模は

モデルの予想とは逆になっている。このことは，対象となるメッシュの取り

方によって，本モデルの結果が支持されるかどうか変わってくることを示唆

するため，メッシュデータによる結果には一定の留保が必要であると思われ

る。

診断事例6)

最後に，本モデルの結果とデータを使用して，地域 Aの診断を試みる。
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地域名を特定することはできないが，対象となる地域では卸売業者の活動が

落ち込んでおり，そのことが取引先の小売店の活動を縮小させる恐れが懸念

される。本モデルは，卸売業者の取引先の小売店は，卸売業者の高い効率に

支えられるものであるが，逆に卸売業者の効率が低下して規模が縮小すると,

そのことが地域の小売市場へ影響する問題が生じる。

〔表８〕の回帰分析をこの地域 Aに限定し，さらに小売業者の従業者規

模をより細かく，従業者５人未満，従業者５人～29人，従業者30人～49人の

小売店舗密度を推計し，それぞれを従属変数とした線形回帰分析を行った

([表９])。回帰分析結果は，地域名が特定できないように，メッシュ数と統

計的に有意ではない推定値以外は表記していない。

6) 匿名の事例であるため，お名前を挙げることができないが，自治体 Aの担当 A
氏はじめご担当者諸氏は，ご多忙の中，調査にご協力いただけた。心より御礼申し
上げます。

[表９] 回帰分析結果：メッシュデータ，卸売計・小売計（A地域)
１kmメッシュデータによる分析（A地域)：線形モデル

モデル内の変数 h β γw

モデルが予測する符号 － － ＋
被説明変数：

ln 人口1000人あたり
小売事業所数

定数項 ln 小型店
従業員規模

ln 人口あたり
大型店
従業員数

ln 人口あたり
卸売従業員数 F -値 adjusted R 2

従業者５人未満
小売事業所数

推定値 0.0133＊＊＊ －0.0871＊＊ 2.14 0.0306
t-値 8.4300 －2.1800

2002年 従業者５人～29人
小売事業所数

推定値 －0.0037＊＊＊ 0.0914＊＊＊ 0.0050＊＊＊ 416.43＊＊＊ 0.9203
t-値 －3.0800 2.9800 35.2900

従業者30人～49人
小売事業所数

推定値 0.0044＊＊＊ －0.0006＊ 3.86＊＊ 0.0735
t-値 3.3600 －1.4200

従業者５人未満
小売事業所数

推定値 0.0065＊＊＊ －0.0436＊ 0.0036＊＊＊ 20.41＊＊＊ 0.3612
t-値 5.1400 －1.7200 6.8000

2007年 従業者５人～29人
小売事業所数

推定値 0.0883＊＊＊ 0.0009＊＊＊ 9.13＊＊＊ 0.1914
t-値 5.0800 2.5700

従業者30人～49人
小売事業所数

推定値 0.0066＊＊＊ 5.32＊＊＊ 0.1118
t-値 3.8100

＊＊＊：１％水準で有意 ＊＊：５％水準で有意 ＊：10％水準で有意
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〔表９〕にみられるように，卸売業者の規模はほぼ影響していない。それ

よりむしろ，大型店規模（地域人口に対する大型店従業者数）が大きくなる

と小型店店舗密度が高くなり，小売業者の従業者規模が大きくなると小売店

舗密度が上昇している。すなわち，2002年と2007年に関する限り，地域で買

い物拠点としての小売店舗数やその密度が低下していたとしても，本分析の

範囲内で考えると，それは卸売側からの影響は大きくなく，むしろ大型店の

影響（大型店が地域に出店して小売市場を作りこむことが不十分)，それら

小型店自身の規模の問題（地域で存続していくに十分な経営規模に至ってい

ない恐れがある）であると思われる。

もちろん，この分析は，卸売の業種を考慮せず，卸売の影響を従業者規模

だけに絞ったものであり，さらに他地域からの影響を考慮していないので，

必ずしも十分なものではないが，この二期間については卸売が原因となって

小売市場が落ち込むということは観察されなかった7)。

Ⅶ．結論と今後の課題

本論文では，卸売業者の活動が取引先の小売業者を支える役割に焦点を当

て，Sugimoto and Nakanishi（2011）の結果を確認し，その主要結果がデータ

のどの集計水準で妥当するか確認した。

国家レベルのデータで確認したところ，2003-2007年にかけてヨーロッパ

および南米の国家レベルで本モデルが小売企業数について支持された。卸売

業に関するモデルが日本を含まないデータで支持される結論は，日本以外の

国でもなお，卸売業が流通システムや経済セクターで重要な役割を本モデル

7) 他方で，地方で卸売業者が衰退していくと，短期的な問題としては，雇用の受け
皿としての産業が消失していく恐れがある。この点は，地域をどのような業種構成
で作りこんでいくかという地域マネジメントの問題になると思われる。
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が主張する通りに果たすことを示唆するのであるから重要な結果であると思

われる。

次に，日本国内に限定して，都道府県データを用いて検討したところ，日

本国内の都道府県について2002-2007年にかけて卸・小売合計および飲食料

品業界について本モデルが小売事業所数について支持された。都道府県とい

う地域差については，日本国内についても，国家レベルの結果と同時期の

データが支持されたことは注目に値すると思われる。日本で卸売業者の活動

が重要だったのは，むしろ経済成長期やそれ以前であったように筆者には思

われるが，競争的な状態を扱う本モデルでは適用される時期が異なる，また

は時期を分割した分析が必要になるのかもしれない。

続いて，日本国内の市区町村データを用いて検討したところ，1985-2012

年の卸・小売合計，1985-2012年の市区レベルの飲食料品業界で本モデルが

小売事業所数について支持された。卸売業者の空間活動を考慮すれば，市区

町村や市区という単位よりもむしろ，都道府県という広がりで卸売活動をと

らえる方が適切であるように思われるが，市区町村または市区データの回帰

係数はモデルの予想を支持した。

最後に，メッシュデータを用いて検討したところ，2002年と2007年の卸・

小売合計について，九州地区・中国四国地区のデータで，大型店規模（人口

あたり大型店従業者数）を除き，小売事業所数についておおむね支持された｡

これをさらに詳細に検討し，地域 Aの診断を試みた。結論的に，メッシュ

データの結果はあまり安定的なものではないと思われるので，今後さらに検

討する必要がある。

上記の結論を総括すると，国家，都道府県，市区町村という単位で卸売活

動をとらえて，小売業者の活動と突き合わせることで，モデルの妥当性を確

認させられうると考えられる。小型店従業者規模が小さく，人口あたり大型

店従業者数が多く，人口あたり卸売従業者数が多いとき，小型店店舗密度は

－ 376 －
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高くなる。大型店と卸売業者の（効率化にともなった）従業者数という意味

での大規模化が小型店密度を上昇させる。国家レベルデータの分析から示唆

されるが，特定の国や経済で小売店（小型店）の店舗密度が高くなるのは，

小規模な小売を卸が支える構造を持っているときであるといえるだろう。

ただし，本論文の分析には，いくつかの課題が含まれるため，最後にそれ

を整理する。第一に，Sugimoto and Nakanishi（2011）のモデルは明示解を得

ていないため，この明示解を明らかにした上で関数形を特定し，改めて本論

文で実施したデータ分析が適切であるか否か再確認すべきである。第二に，

データ分析する段階でやや強い仮定・前提を置いていることへの対処が必要

だろう。つまり，(1) 同一地域内で卸と小売が取引していること，(2) 卸売

と小売の流通空間活動の多くは同一地域内でおさまることの二つを仮定して

いるが，特にメッシュデータの分析でこの仮定が不自然であったと思われる｡

このことは，流通空間行動を考慮するものの垂直的市場構造を捨象している

という第三の課題につながる。地域データを使用する限り，流通段階を考慮

することは難しいが，業種別の分析を行ったりするなど，今後は必要に応じ

て流通段階を考慮したい。さらに，第四に，大型店のデータは各都道府県内

で共通とするという操作をしたが，こうしたデータ構築では異なる集計水準

のデータを併存させることになっているため，通常の線形回帰モデルや対数

線形モデルでは適切な推計ができていない恐れが懸念される。例えば，階層

データとした分析をすること，変量効果を用いることなどが考えられるが，

本論文ではその検討が十分にできていない。こうしたデータ分析上の問題も

今後の課題として残された。
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